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１ 調査の概要 

 

(1)  調査の目的 

農業経営統計調査「営農類型別経営統計（組織法人経営）」は、農産物の販売を目的とする農業

経営体（組織法人経営）の収支状況等の実態を明らかにし、農業行政を推進するための資料を整備

することを目的としている。 

 

(2) 調査の沿革 

組織経営に対する経営統計調査は、平成８年から農業組織経営体経営調査（承認統計）として開

始された。その後、「食料・農業・農村基本計画」を受けた農業経営統計調査（指定統計）の改編

に伴い、平成 16 年に農業経営統計調査のうち営農類型別経営統計として編成された。 

平成 20 年には、「水田・畑作経営所得安定対策」を受けて、担い手に集落営農組織が加えられ

たことから、集落営農実態調査を母集団設計の算定に組み込み、組織法人及び任意組織のうち集落

営農に係る統計を作成することとした。  

平成 24 年には、集落営農組織の増加を受けて、任意組織経営体については、その太宗を占める

集落営農の水田作経営のみを調査対象とすることとした。 

平成 29 年には、組織経営体の法人化の進展に伴い、組織法人経営体数が増加する一方、任意組

織経営体が減少し、任意組織経営体に係る統計ニーズが低下している状況を踏まえ、任意組織経営

体の調査を廃止した。 

 

(3)  調査の根拠法令 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第６項に基づく基幹統計調査（基幹統計である農業経営

統計を作成する調査）として、農業経営統計調査規則（平成６年農林水産省令第 42 号）に基づき

実施した。 

 

(4)  調査の機構 

調査は、農林水産省大臣官房統計部及び地方組織（地方農政局、北海道農政事務所、内閣府沖縄

総合事務局及び内閣府沖縄総合事務局の農林水産センター）を通じて実施した。 
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水 田 作 経 営
（うち、集落営農）
畑 作 経 営
露 地 野 菜 作 経 営

施 設 野 菜 作 経 営

果 樹 作 経 営
露 地 花 き 作 経 営
施 設 花 き 作 経 営
酪 農 経 営
繁 殖 牛 経 営
肥 育 牛 経 営
養 豚 経 営
採 卵 養 鶏 経 営
ブロイラー養鶏経営

注：「組織法人経営」とは、農業生産物の販売を目的とする農業経営体のうち、組織による農業経営を行う法人格を有する経営体をいう。

経

営

形

態

別

経

営

統

計

(

組

織

法

人

経

営

)

農 産 物 生 産 費 統 計

畜 産 物 生 産 費 統 計

農 業 経 営 統 計 調 査 〔統　計　の　内　容〕

営 農 類 型 別 経 営 統 計

組織法人経営（注）

個 別 経 営 
組織法人経営に準じる。

（ただし、その他経営を含む。）

米、麦類、大豆、工芸農作物等の農産物

牛乳、肥育牛等の畜産物

 

 

(5)  調査の体系 

調査の体系は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)  本報告書の収録範囲 

本報告書は、農業経営統計調査のうち営農類型別経営統計（組織法人経営）及び経営形態別経営

統計（組織法人経営）について収録した。 

 

(7)  調査対象 

営農類型別経営統計（組織法人経営）の調査対象の母集団は、2015 年農林業センサスの農業経営

体のうち農業生産物の販売を目的とする個別経営体（世帯による農業経営を行う経営体（法人格を

有する経営体を含む。））以外で法人化している農事組合法人及び会社組織による農業経営体とし、

「営農類型の種類及び分類基準」（５ページ参照）の分類基準に該当する農業経営体とした。 

ただし、水田作経営のうち集落営農型組織については、集落営農実態調査（平成 27 年２月１日

現在）で把握された農業経営体を対象とした。 
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なお、農業経営体とは、次のいずれかに該当する事業を行う者をいう。 

ア 経営耕地面積が 30ａ以上の規模の農業 

イ 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又はその出荷羽数その他の事業の規模が

次に示す農業経営体の外形基準（面積、頭数等といった物的指標）以上の農業 

 

① 露地野菜作付面積      15 a 

      ② 施設野菜作付面積           350 ㎡ 

      ③ 果樹栽培面積                10 a 

④ 露地花き栽培面積            10 a 

⑤ 施設花き栽培面積           250 ㎡ 

      ⑥ 搾乳牛飼養頭数              １ 頭 

⑦ 肥育牛飼養頭数              １ 頭 

      ⑧ 豚飼養頭数                  15 頭 

      ⑨ 採卵鶏飼養羽数             150 羽 

      ⑩ ブロイラー年間出荷羽数   1,000 羽 

   ⑪ その他          １年間における農業生産物の総販売額が 50 万円以上に相当 

 する事業の規模 

   

 (8)  標本選定 

営農類型別経営統計（組織法人経営）の標本は、次のとおり選定した。 

なお、選定された調査対象経営体を代表する者は調査票に掲げる事項について報告することが統

計法第 13 条（報告義務）で義務付けられている。 

 

ア 経営体リストの作成 

2015 年農林業センサス結果（集落営農型以外）及び平成 27 年集落営農実態調査（集落営農

型）で調査対象に該当する農業経営体について、「営農類型の種類及び分類基準」（５ページ参

照）に定める営農類型別・都道府県別・「営農類型別経営統計（組織法人経営）の作付・飼養規

模区分」（６ページ参照）に示す規模区分別の階層に区分した「営農類型別経営体リスト」を作

成した。 
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分 類 基 準

・稲、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物の販売収入のうち、水

　田で作付けした農業生産物の販売収入が他の営農類型の農業生産物

　販売収入と比べて最も多い経営

・稲、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物の販売収入のうち、畑

　で作付けした農業生産物の販売収入が他の営農類型の農業生産物販

　売収入と比べて最も多い経営

・野菜の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最も

　多い経営

・野菜作経営のうち、露地野菜の販売収入が施設野菜の販売収入以上

　である経営

・野菜作経営のうち、施設野菜の販売収入が露地野菜の販売収入より

　多い経営

・果樹の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最も

　多い経営

・花きの販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最も

　多い経営

・花き作経営のうち、露地花きの販売収入が施設花きの販売収入以上

　である経営

・花き作経営のうち、施設花きの販売収入が露地花きの販売収入より

　多い経営

・酪農の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最も

　多い経営

・肉用牛の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最

　も多い経営

・肉用牛経営のうち、肥育牛の飼養頭数より繁殖用雌牛の飼養頭数が

　多い経営

・肉用牛経営のうち、肥育牛の飼養頭数が繁殖用雌牛の飼養頭数以上

　である経営

・養豚の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最も

　多い経営

・採卵養鶏の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて

　最も多い経営

・ブロイラー養鶏の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と

　比べて最も多い経営

営 農 類 型 の 種 類

肉 用 牛 経 営

繁 殖 牛 経 営

肥 育 牛 経 営

養 豚 経 営

水 田 作 経 営

畑 作 経 営

野 菜 作 経 営

露地野菜作経営

施設野菜作経営

施設花き作経営

果 樹 作 経 営

花 き 作 経 営

露地花き作経営

酪 農 経 営

ブロイラー養鶏経営

採 卵 養 鶏 経 営

 営農類型の種類及び分類基準 
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　(2)　組織法人経営体

規模区分の指標

稲、麦類、雑
穀、豆類、いも
類、工芸農作物
を水田に作付け
た延べ面積

10.0ha未満 10.0～20.0 20.0～30.0 30.0～50.0 50.0ha以上

稲、麦類、雑
穀、豆類、いも
類、工芸農作物
を畑に作付けた
延べ面積

10.0ha未満 10.0～20.0 20.0～50.0 50.0ha以上

露地野菜の作付
け延べ面積

5.0ha未満 5.0～10.0 10.0～20.0 20.0ha以上

施設野菜の作付
け延べ面積

1.0ha未満 1.0 ～ 2.0 2.0 ～ 5.0 5.0ha以上

果樹の植栽面積 5.0ha未満 5.0～10.0 10.0ha以上

露地花きの作付
け延べ面積

0.5ha未満 0.5 ～ 1.0 1.0 ～ 2.0 2.0ha以上

施設花きの作付
け延べ面積

0.5ha未満 0.5 ～ 1.0 1.0 ～ 2.0 2.0ha以上

月平均搾乳牛飼
養頭数

100頭未満 100 ～ 300 300頭以上

月平均繁殖雌牛
飼養頭数

100頭未満 100頭以上

月平均肥育牛飼
養頭数

300頭未満 300～1000 1000～2000 2000頭以上

月平均豚飼養頭
数

2000頭未満 2000～１万 1万頭以上

月平均採卵鶏飼
養羽数

10万羽未満 10万羽以上

ブロイラー出荷
羽数

50万羽未満 50万羽以上

養 豚 経 営

採 卵 養 鶏 経 営

ﾌﾞ ﾛ ｲ ﾗ ｰ養鶏経営

果 樹 作 経 営

露 地 花 き 作 経 営

施 設 花 き 作 経 営

酪 農 経 営

繁 殖 牛 経 営

肥 育 牛 経 営

施 設 野 菜 作 経 営

営農類型 規　　　　模　　　　区　　　　分

水 田 作 経 営

畑 作 経 営

露 地 野 菜 作 経 営

 営農類型別経営統計（組織法人経営）の作付・飼養規模区分 
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イ 標本数 

標本数は、水田作のうち集落営農型は農業粗収益を指標として目標精度 4.0％、水田作のうち

集落営農型以外については目標精度 7.0％を設定し、必要な調査対象経営体数を算出した。水田

作以外の営農類型については、目標精度を設定せずに抽出率を勘案し、調査対象経営体数を定

めた。営農類型ごとの目標精度、調査対象経営体数及び抽出率は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 標本配分 

イで定めた調査対象経営体数を規模階層別に最適配分を行い、配分された標本数を各都道府

県の当該規模階層の母集団の大きさに比例して配分した。 

エ 標本抽出 

アで作成した農業経営体リストにおいて、層化無作為抽出の方法により農業経営体を抽出し

た。 
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5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○

…調査期間 ○…決算期の終了月

12月～ 11月

６月～５月

１月～12月

２月～１月

３月～２月

４月～３月

７月～６月

８月～７月

９月～８月

10月～９月

11月～ 10月

図　例：平成29年調査の調査期間

決 算 期 間
平成28年 平成29年 平成30年

５月～４月

(9)    調査の時期 

調査の期間は、調査対象経営体ごとに当年４月から翌年３月までに迎えた決算期の終了月前

１年間である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 調査事項 

ア 構成員の性別及び世帯の状況   

イ 農業及び農業生産関連事業への投下労働時間                            

ウ 経営耕地面積その他農業経営体が使用する土地の面積 

エ 農業経営体の財産に関する次の事項 

（ｱ）土地、建物、自動車、農機具、農業用の永年性植物及び動物並びにその他の固定資産 

（ｲ）農産物及び農業生産資材の在庫量 

（ｳ）現金、預貯金、積立金、貸付金、有価証券及び売掛金 

（ｴ）借入金その他の負債            

オ 農産物の種類別生産量及び処分内訳   

カ 農業経営体の収入及び支出に関する次の事項 

（ｱ）農業収入及び農業支出 

（ｲ）農業生産関連事業収入及び農業生産関連事業支出 

（ｳ）農外収入及び農外支出 

（ｴ）財産的収入及び財産的支出 

キ その他アからカまでに掲げる事項に関する事項       

 

(11) 調査方法 

ア 作業日誌 

作業日誌については、職員または統計調査員が調査対象経営体に配布（協力が得られる調査

対象経営体に対しては、電子化した作業日誌を配布する。）し、原則として、調査対象経営体が

記入し、郵送、職員または統計調査員が訪問、若しくはオンラインにより回収した。 

 

イ 経営台帳 

経営台帳については、原則として職員または統計調査員が調査対象経営体に対して面接し、

聞き取る方法により行った。 

協力が得られる調査対象経営体に対しては、職員または統計調査員が調査票を配布し、調査

対象経営体が記入し、郵送、職員または統計調査員が訪問、若しくはオンラインにより回収し

た。 
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なお、調査対象経営体が、決算書類を整備しており、協力が得られる場合は、当該書類により

把握できる情報に限り、調査票（作業日誌及び経営台帳）の報告に代えて、当該書類を郵送、職

員または統計調査員が訪問、若しくはオンラインにより提供を受けた（調査票様式については、

農林水産省のホームページ【http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noukei/einou_sosiki/

index.html】で御覧いただけます。）。 
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２ 調査結果の取りまとめ方法と統計表の編成 

 

(1)  調査結果の取りまとめ方法 

地方農政局等から報告された調査票は、農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課において

集計した。 

ア 取りまとめ対象経営体（集計経営体） 

営農類型別経営統計の調査対象経営体のうち、全調査期間について調査が行われた調査対象

経営体（調査期間中に農業経営の中止等の原因により調査を中止した経営体を除く。）を取りま

とめ対象経営体（集計経営体）とした。 

イ 集計方法 

集計経営体ごとに作成した個別結果表を用いて、各項目について、営農類型別、規模区分別、

全国又は全国農業地域別等の集計を行い、１経営体当たりの平均値を算出した。 

ウ  １経営体当たり平均値の算出方法 

１経営体当たりの平均値は、集計経営体ごとに定めたウエイトに基づき、加重平均により平

均値を算出した。 

この場合のウエイトは、集計経営体ごとに定めるものとし、それぞれ、営農類型別・規模区分

別・全国農業地域別に区分した階層ごとに次により算出した標本抽出率の逆数とした。 

なお、組織法人を巡る構造変化が著しいことから、水田作経営（集落営農）以外の各階層のウ

エイトには、当該階層に該当する集計経営体数を、2010 年世界農林業センサスから 2015 年農林

業センサスの増加率等を用いて推計した調査年の当該階層の大きさ（組織法人経営体数）で除

した標本抽出率を用いている。 

また、水田作経営（集落営農）の各階層のウエイトには、当該階層に該当する集計経営体数を

集落営農実態調査（平成 29 年２月１日現在）における当該階層の大きさ（組織法人経営体数）

で除した標本抽出率を用いている。 
    
 
                       ｎ 
                      Σ Ｗｉ×ｘｉ 
                       i=1 

    求めようとする項目の平均値 ＝  
                             ｎ 
                        Σ Ｗｉ 
                         i=１ 

 

ｘｉ： 当該集計対象区分に属する i 番目の集計経営体のｘについての調査結果 

Ｗｉ： 当該集計対象区分に属する i 番目の集計経営体のウエイト 

ｎ ： 当該集計対象区分に属する集計経営体数 

 
                        
 

標本抽出率＝
当該階層に該当した集計経営体数

  2015 年農林業センサス結果等から推計した当該階層の大きさ（経営体数）
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全 国 農 業 地 域名 所　　属　　都　　道　　府　　県　　名

北 海 道  北海道

東 北  青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

北 陸  新潟、富山、石川、福井

関 東 ・ 東 山  茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

東 海  岐阜、静岡、愛知、三重

近 畿  滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中 国  鳥取、島根、岡山、広島、山口

四 国  徳島、香川、愛媛、高知

九 州  福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

統計の種類 作成する収支 集計対象区分 集計する条件 集計内容

水田作経営 経営全体 全国、東北、北陸 当該営農類型に分類され 構成員の状況、投下

（ ） 、 、1)水田作作付延べ面積 全国 た組織 労働時間 生産概況

資産、経営収支等

水田作経営のうち、 〃 〃 〃 〃

集落営農

畑作経営 〃 全国、北海道 〃 〃

2)畑作作付延べ面積（全国）

茶作単一経営 〃 平均値のみ 畑作経営のうち茶作収入 〃

が農業生産物販売収入の

80%以上を占める組織

野菜作経営 〃 〃 当該営農類型に分類され 〃

た組織

露地野菜作経営 〃 〃 〃 〃

施設野菜作経営 〃 〃 〃 〃

果樹作経営 〃 〃 〃 〃

花き作経営 〃 〃 〃 〃

露地花き作経営 〃 〃 〃 〃

施設花き作経営 〃 〃 〃 〃

酪農経営 〃 〃 〃 〃

肉用牛経営 〃 〃 〃 〃

繁殖牛経営 〃 〃 〃 〃

肥育牛経営 〃 〃 〃 〃

養豚経営 〃 〃 〃 〃

採卵養鶏経営 〃 〃 〃 〃

〃 〃 〃 〃ブロイラー養鶏経営

注 : 1）水田作作付延べ面積は、稲、麦類、雑穀、豆類、いも類及び工芸農作物を水田に作付けた延べ面積である。

2）畑作作付延べ面積は、稲、麦類、雑穀、豆類、いも類及び工芸農作物を畑に作付けた延べ面積である。

(2)  統計表の編成 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  全国農業地域区分 

統計表に用いた全国農業地域区分は次のとおりである。 

               全 国 農 業 地 域 区 分 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

注：沖縄については、全国農業地域としての表章は行っていない。 
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３ 統計項目の説明 

 

(1) 経営の概況  

  ア 構成員の状況 

   (ｱ) 出資者数 

     組織に出資している人数（法人出資者は含まない。）を表示した。 

   (ｲ) 出身区分別構成世帯数 

     組織を構成する農家世帯と非農家世帯の世帯数を表示した。 

   (ｳ) 出資構成（金額） 

     法人出資者等も含めた出資の構成金額を表示した。 

  イ 投下労働時間 

   (ｱ) 農業投下労働時間 

a 構成員 

構成員（法人に出資をしている個人のうち、事業に１日以上従事した者）の農業に係る労

働時間について、男女別に表示した。 

b  雇用 

雇用者の農業に係る労働時間について、常用雇用者（無期雇用又は雇用契約期間が１か

月以上の雇用者）、臨時雇用者（日雇等の雇用契約期間が１か月未満の者等）別に表示した。 

c 生産部門 

受託を除く農業事業のうち、生産に直接関係する労働時間を構成員、雇用者別に表示し

た。 

d 販売及び一般部門 

生産部門以外の事務、会議・打合せ、資金調達等に係る管理的な労働時間を構成員、雇用

者別に表示した。 

   (ｲ) 農業生産関連事業投下労働時間 

a 構成員 

  構成員の農業生産関連事業に係る労働時間について、男女別に表示した。 

なお、農業生産関連事業とは、当該経営体が経営する農産加工、農家民宿、農家レストラ

ン、観光農園、市民農園等の農業に関連する事業であって、 

・ 従事者がいること 

・ 当該農業経営体で生産した農産物を使用していること 

・ 当該農業経営体が所有若しくは借り入れている耕地又は農業施設を利用していること 

のいずれかに該当するものをいい、次の業態に区分する。ただし、当該農業経営体とは別の

経営体として経営する事業を除く。 

(a)  農産加工   

自ら生産した原材料の使用割合の多寡に関わらず、工場又は作業場を設けて、その製 

造・加工活動に専従の従事者がいる事業をいう。 

なお、専用の作業場又は専従の従事者を有せず、主として農業経営体が生産した原材   

料を用いて製造・加工を行っているものは農業に含める。 

(b)  農家民宿 

旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）に基づき、都道府県知事の許可を得て、観光客

等の第三者を宿泊させ、料金を得ている事業をいう。 

(c) 農家レストラン 

食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）に基づき、都道府県知事の許可を得て、自ら

生産した農産物や地域の食材をその使用割合の多寡に関わらず用い、不特定の者に提供

し代金を得ている事業をいう。 

(d) 観光農園   

自ら生産した農産物について、観光客等に、ほ場において収穫等の一部の農作業を体           

験させ又は観賞させて、代金を得ている事業をいう。 
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なお、自ら生産した農産物を直接消費者に販売するものは農業に含める。 

(e) 市民農園 

第三者を経由せず、農地を非農家への貸付け又は農園利用方式により利用させて料金   

を得ている事業をいう。 

ただし、農地を市町村・農協等が経営する市民農園に有償で貸付けているものは農外 

事業に含める。 

(f) その他   

(a)～(e)以外で農業に関連した事業をいう。 

b  雇用 

雇用者の農業生産関連事業に係る労働時間について、常用雇用者、臨時雇用者別に表示

した。 

c 販売及び一般部門 

事務、会議・打合せ、資金調達等に係る管理的な労働時間を構成員、雇用者別に表示し

た。 

  ウ 専従換算農業従事者数 

農業専従者の年間の農業投下労働時間を 2,000 時間（250 日×８時間）とみなして、当該農業

経営体における「農業投下労働時間」を 2,000 時間で除して算出した計算上の従事者数であり、

構成員、雇用者別に表示した。 

  エ 事業従事者数 

当該農業経営体の事業に従事した役員（組織における理事、監事、監査役等の地位にある者）

及び構成員の人数について、男女別に表示した。 

  オ 農業従事者数（常用雇用者含む。） 

(ｱ) 農業従事者数（常用雇用者含む。） 

当該農業経営体の農業事業に従事した構成員及び常用雇用者の人数について、男女別に表

示した。 

(ｲ) 販売及び一般管理部門専従  

農作業等の現場労働に従事せず、事務等の管理部門に係る労働のみに従事した人数につい

て、男女別に表示した。 

(ｳ) 構成員 

   当該農業経営体の農業事業に従事した構成員の人数について、男女別に表示した。 

a 主たる従事者 

構成員のうち主たる従事者（その組織が行う耕作又は養畜を中核的に担う者であり、か

つ、市町村が定める基本構想において定めている農業所得水準を目指している者又は達し

ている者）の人数について、男女別に表示した。 

b 主たる従事者の平均年齢 

     主たる従事者の平均年齢について、男女別に表示した。 

c 販売及び一般管理部門専従 

農作業等の現場労働に従事せず、事務等の管理部門に係る労働のみに従事した構成員の

人数について、男女別に表示した。 

c 150 日以上 

     構成員のうち農業従事日数 150 日以上の人数を表示した。 

(ｴ) 常用雇用者 

   当該農業経営体の農業事業に従事した常用雇用者の人数について、男女別に表示した。 

a 販売及び一般管理部門専従 

農作業等の現場労働に従事せず、事務等の管理部門に係る労働のみに従事した常用雇用

者の人数について、男女別に表示した。 

b ７か月以上雇用者 

年間７か月以上雇用している者（いわゆる常雇い）の人数について、男女別に表示した。 
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(a) 販売及び一般管理部門専従 

農作業等の現場労働に従事せず、事務等の管理部門に係る労働のみに従事した常用雇    

用者のうち７か月以上雇用者の人数について、男女別に表示した。 

(ｵ) 臨時雇用者従事日数（延べ人日） 

臨時雇用者について、延べ人日（年間の農業雇用労働時間を８時間で除した値）を表示し

た。 

  カ 経営耕地面積 

経営耕地面積は、農業経営に使用する目的で準備された耕作用の土地面積である。 

地目別（田、普通畑、樹園地、牧草地）及び自作地・借入地（員内・員外）別に面積を表示し

た。 

なお、借入地のうち員内借入地とは、組織が構成員から借り入れているものであり、員外借

入地とは構成員以外から借り入れているものである。 

 キ 耕地以外の土地面積（経営地） 

当該組織が所有又は使用している耕地以外の土地について、所有地・借入地（員内・員外）別

に面積を表示した。 

 ク 作物の作付延べ面積 

土地利用の状況をみるため、作物の作付延べ面積を地目別に表示した。 

 ケ 水稲全作業受託面積（実面積） 

水稲に係る農作業について、全作業を受託した実面積を表示した。 

 コ 水稲部分作業受託面積（延べ面積） 

水稲に係る農作業について、部分作業（育苗、耕うん・整地、田植、防除、刈取・脱穀、乾燥・

調製）を受託した延べ面積を表示した。 

 サ 主要農産物の生産概況 

生産概況は主要農畜産物の作付・飼養規模を表示した。 

(ｱ) 「稲作作付面積」について、稲の子実前刈り取り（青刈り）等の作付面積は、稲作作付面積

に含めない。 

また、作付け当初から飼料用米及び稲発酵粗飼料（ホールクロップサイレージ）に仕向ける    

ことが決定している場合は、飼料作物として取り扱っている。 

(ｲ) 「月平均搾乳牛飼養頭数」は、月始めの搾乳牛の年間延べ頭数を 12 で除して算出している。 

なお、搾乳牛頭数には、乾乳期間中の搾乳牛も含める。 

(ｳ) 「月平均繁殖雌牛飼養頭数」は、月始めの繁殖雌牛の年間延べ頭数を 12 で除して算出して

いる。 

(ｴ) 「月平均肥育牛飼養頭数」は、月始めの肥育牛（育成途中の牛（子牛）を含む。）の年間延  

べ頭数を 12 で除して算出している。 

(ｵ) 「月平均肥育豚飼養頭数」は、月始めの肥育豚の年間延べ頭数を 12 で除して算出している。 

(ｶ) 「肉豚販売頭数」は、調査期間中に販売した肉豚の販売頭数としている（事故等によって処

分された豚は含めない。）。 

(ｷ) 「月平均採卵鶏飼養羽数」は、月始めの採卵用成鶏雌の年間延べ羽数を 12 で除して算出し

ている。 

(ｸ) 「鶏卵生産量」は、正常卵のみ計上している（不正常卵は含まない。）。 

(ｹ) 「ブロイラー販売数」は、肉鶏専用種の販売羽数である（採卵用の廃鶏を除く。）。 

 

(2) 財産の状況  

  ア 資産 

    資産＝流動資産＋固定資産＋繰延資産 

(ｱ) 流動資産 

現金・預金及び決算期の翌日から起算して１年以内に現金化するか、他の資産に変化する

ものであり、１年を超えて加工及び売却を予定する資産もこれに含む。 
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a 当座資産 

貨幣性の流動資産で、現金・預金、売掛未収入金、有価証券（余剰資金を一時的に運用し

て保有しているもので、随時換金が可能なものに限る。）、短期貸付金等がこれに該当す

る。なお、内訳として現金・預金及び売掛未収入金を表示した。 

b 棚卸資産 

生産物、未収穫農産物、肥育牛、中小動物、商品、製品等の期末時点の評価額を計上し

た。なお、内訳として農産物を表示した。 

c その他の流動資産 

上記の当座資産及び棚卸資産に該当しない前渡金、前払費用等を計上した。 

(ｲ) 固定資産 

調査対象経営体が決算書類に計上している期末の固定資産評価額を計上した。 

a 有形固定資産 

固定資産のうち具体的な形態を持つものである。なお、内訳として農業分を表示した。 

(a) 車両・運搬具 

人の移動、資材の運搬等を目的とした車両及び運搬具の期末現在価を計上した。なお、

内訳として農業分を表示した。     

(b) 機械・装置 

運搬を除く農作業に使用する機械及び装置の期末現在価を計上した。なお、内訳とし

て農業分を表示した。 

(c) 建物・構築物 

農作業、家畜飼養、生産物の販売、事務等に使用する建物並びに育苗施設、ビニールハ

ウス、ふん尿処理施設等の構築物の期末現在価を計上した。 

(d) 土地 

調査対象経営体の所有する土地の期末現在価を計上した。なお、内訳として農業分を

表示した。 

b 無形固定資産 

形のない資産であり、長期にわたって販売収益の獲得に活用できるもので、特許権、商

標権、借地権等法律上の権利と営業権等の経済的な権利を計上した。 

c 投資・外部出資 

子会社及び関係会社の株式、市場性がなく簡単に売却できない有価証券、市場性はあっ

ても長期保有を意図する有価証券、返済を受けるまでの期間が１年を超える長期貸付金等

を計上した。 

(ｳ) 繰延資産 

創立費、開業費、新株発行費、建設利息、社債発行費、社債発行差金、開発費及び試験研究

費の８種類を計上した。 

(ｴ) 資産のうち農業 

現金・預金、有価証券、無形固定資産、投資・外部出資及び繰延資産を除いた資産のうち農

業分を表示した。 

  イ 負債・純資産 

負債・純資産＝負債＋純資産 

(ｱ) 負債 

負債＝流動負債＋固定負債 

a 流動負債 

決算日から起算して１年以内に返済期日が到来する短期借入金であり長期借入金におい

ても、１年以内に返済期日が到来するものを含めた。 

(a) 買掛未払金 

掛けで購入した商品、素材等の代金の期末残高を計上した。 

(b) 短期借入金 

借入日から１年以内を返済期限とした借入金の期末残高を計上した。なお、内訳とし

て国の制度資金（国や地方公共団体の農業政策を遂行するために、法律、政令、規則及び
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条例などに基づいて融資や利子補給を行うための資金）を表示した。 

(c) その他の流動負債 

上記科目に含まれない流動負債を計上した（未払消費税、法人税等引当金等）。 

b 固定負債 

固定負債＝長期借入金＋その他の固定負債 

(a) 長期借入金 

借入日から１年以上を超える期間を返済期限とした借入金の期末残高を計上した。な

お、内訳として国の制度資金を表示した。 

(b) その他固定負債 

上記科目に含まれない固定負債を計上した。 

c 負債のうち農業 

負債のうち農業分を表示した。 

(ｲ) 純資産 

純資産＝資本金・出資金＋資本剰余金＋利益剰余金＋その他の純資産 

a 資本金・出資金 

組合企業においては組合員の出資金、合同・合名・合資及び特例有限会社においては社

員の出資金、株式会社のおいては株式の発行額を計上した。 

b 資本剰余金 

資本準備金（会社法で積み立てることが義務づけられている法定準備金）及びその他資

本剰余金（資本金及び資本準備金の減少差益、自己株式の処分差益等）を計上した。 

c 利益剰余金 

利益準備金（会社法で積み立てることが義務づけられている法定準備金）及びその他利

益剰余金（任意積立金、繰越利益剰余金等）を計上した。 

d その他の純資産 

自己株式、新株予約権等、上記以外の純資産を計上した。 

 

(3) 投資と資金  

  ア 期中投資額 

当期に購入した資産についての投資額（資本補助金及び農業経営基盤強化準備金を除く。）

を計上した。なお、内訳として資産別（土地、建物・構築物、車両・運搬具、機械・装置）の 

投資額を表示した。 

  イ 期中借入額 

借入金について、期中の借入額を計上した。なお、内訳として長期借入金と短期借入金別に

表示した。 

  ウ 期中返済額 

借入金について、期中の返済額（元金）を計上した。なお、内訳として長期借入金と短期借入

金別に表示した。 

 

(4) 損益の状況  

  ア 収入合計（総収入） 

    収入合計（総収入）＝事業収入＋営業外収益＋特別利益 

(ｱ) 事業収入 

事業収入＝農業収入＋農業生産関連事業収入＋農外事業（林業、漁業、商工鉱業等）収入 

a 農業収入 

農業生産物の販売収入（在庫・動植物増減額含む。）、農業雑収入及び農作業受託収入の

合計を計上した（農業に係る共済・補助金等受取金は含まない。）。 

なお、当該農業経営体で生産された農業生産物を農業生産関連事業に使用した場合は、

①その農業生産物を販売した場合の価額を見積もって農業収入に計上し、②同額を農業生

産関連事業の支出とする処理を行っている。これは、農業部門と農業生産関連事業部門を

それぞれ独立した経営として捉え、経営収支を明確にするためである。 
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また、在庫・動植物増減額とは、現物在庫の増減額、植物の成長・新植による増加額、未

成園の売却による処分差損益、災害等による減少額、繁殖牛の成長・生産による増加額、未

成畜の減少額、肉用牛・中小動物の増減額等である。 

b 農業生産関連事業収入 

農業生産関連事業において得た収入について計上した。 

c 農外事業収入 

農外事業において得た収入について計上した。 

 (ｲ) 営業外収益 

農業共済・制度受取金（農業部分）、配当利子、歳費及び手当等を計上し、内訳として共

済・補助金等受取金（農業部分）を表示した。 

なお、本統計は、調査対象経営体が作成している実際の決算書類（財務諸表）に基づいて

取りまとめを行っている。このため、調査期間の決算書類に計上のない共済・補助金等の収

支については計上していない。 

(ｳ) 特別利益 

資本補助金、固定資産売却益等を計上した。 

  イ 支出合計（総支出） 

 支出合計（総支出）＝事業支出＋営業外費用＋特別損失 

(ｱ) 事業支出 

事業支出＝生産原価＋販売費及び一般管理費 

a 生産原価 

当期に売り上げた生産物の生産に直接的に要した費用で決算書類のうち主に「製造原価

報告書」に基づき、次の科目を計上した。 

なお、決算書類において本統計の調査科目と異なる仕訳が行われている場合（肥料費と

農業薬剤費が区別されていない等）には、農業収支等の総額が変わらない範囲で必要な組

替えを行っている（各調査科目において同様）。 

(a) 期中棚卸増減 

当期における原材料等の棚卸高の増減額で、期首の棚卸高の合計から期末の棚卸高の

合計を控除した額を計上した。 

(b) 種苗・苗木 

種子、苗、果樹等の苗木の費用を計上した。 

(c) 動物 

牛馬のもと畜、中小動物等の費用を計上した。 

(d) 肥料費 

肥料の費用を計上した。 

(e) 飼料費 

飼料の費用を計上した。 

(f) 農業薬剤費 

農業薬剤の費用を計上した。 

(g) 諸材料費 

育苗用土、小農具、マルチ、果実袋等諸材料の費用を計上した。 

(h) 修繕費 

建物、構築物、機械・装置及び運搬具等固定資産の修繕に要した費用を計上した。 

(i) 光熱動力費 

畜舎等直接生産に関わる建物、構築物、機械・装置及び運搬具の稼働に要した電気料

金、水道料、ガソリン、軽油等の金額を計上した。 

(j) 賃借料 

生産に必要な共同施設の利用にかかる負担金、施設、機械・装置、運搬具等の賃借料を

計上した。 

(k) 作業委託料 

第三者に対して、農機具等を使用した農作業を委託した料金を計上した。 



- 18 - 

 

(l) 土地改良・水利費 

土地改良事業の償還金及び水利費に係る負担金を計上した。 

(m) 租税公課 

直接生産に関係する建物、構築物、機械・装置、車両・運搬具等に係る固定資産税等の

租税、農業共済賦課金及び自動車賠償責任保険等の公課諸負担を計上した。 

(n) 労務費 

当期において生産に要した労働力提供の対価としての賃金を計上した。なお、内訳と

して構成員、雇用者別に表示した。 

(o) 地代 

当期において生産に要した土地の賃借料を計上した。なお、内訳として構成員、構成員

以外の借入地別に表示した。 

(p) 減価償却費 

建物、機械・装置、車両・運搬具、植物、動物等の減価償却費を計上した。 

(q) 上記以外の関連事業原料費 

農業生産関連事業に要した、生産原価の他の科目に分類されない農畜産物等の原料費

及び農業生産関連事業仕受けの合計を計上した。なお、「農業生産関連事業仕受け」と

は、当該農業経営体で生産した生産物を農業生産関連事業に仕向けた場合に、この生産

物を販売した場合の金額を見積もり計上したものである。 

(r) その他 

共済等の掛金・拠出金（農業部分）等、上記(a)～(q)に属さない生産に要した経費を計

上した。なお、内訳として共済等の掛金・拠出金（農業部分）を表示した。 

b 販売費及び一般管理費 

生産原価以外の生産に間接的に関係する事務、営業活動等に要した費用で決算書類のう

ち「販売費及び一般管理費内訳書」等に基づき、次の科目に組み替えて計上した。 

(a) 販売経費 

農産物、農産物加工品等の販売に要した経費を計上した。 

(b) 人件費 

直接生産活動に関係しない事務・営業活動等の労働力の対価として支払った賃金を計

上した。なお、内訳として構成員、雇用者別、役員報酬について表示した。 

(c) 租税公課 

直接生産に関係しない事務所、事務機器、車両等の固定資産税等の租税及び自動車賠

償責任保険、各種産業団体負担、支払消費税等の公課諸負担を計上した。 

(d) 負債利子 

当期において、短期・長期にかかわらず運転資金等の借入によって発生した負債利子

額を計上した。なお、内訳として構成員への支払分を表示した。 

(e) 減価償却費 

建物、事務機器、車両等、直接生産に関係しない固定資産の減価償却費を計上した。 

(f) その他の管理費 

上記(a)～(e)に属さない事務費、通信費、研修費用等の経費を計上した。 

c 農業支出 

事業支出のうち農業事業分について表示した。なお、内訳として構成員帰属分を表示し

た。 

構成員帰属分とは、組織の構成員に支払われた費用の合計額であり、①生産原価の労務

費の構成員、②生産原価の地代の員内借入地、③販売費及び一般管理費の人件費の構成員

並びに④販売及び一般管理費の負債利子の構成員支払分が該当する。 

d 農業生産関連事業支出 

事業支出のうち農業生産関連事業分について表示した。なお、内訳として構成員帰属分

を表示した。 

e 農外事業支出 

事業支出のうち農外事業分について表示した。 
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(ｲ) 営業外費用 

繰延資産償却、貸倒引当金繰入額、雑損失等を計上した。 

(ｳ) 特別損失 

特別償却、固定資産売却損等を計上した。 

  ウ 営業利益 

(ｱ) 農業 

営業利益（農業）＝農業収入―農業支出 

(ｲ) 農業生産関連事業 

営業利益（農業生産関連事業）＝農業生産関連収入―農業生産関連事業支出 

(ｳ) 農外事業 

営業利益（農外事業）＝農外事業収入―農外事業支出 

  エ 農業収入 

農業収入及び内訳として、作物収入、畜産収入、農作業受託収入、農業雑収入、農業生産関連

事業仕向け、在庫・動植物増減額を表示した。なお、作物収入及び畜産収入の品目別の内訳につ

いて、表章する営農類型の種類に応じて表示した。 

  オ 農業支出 

 農業支出及び内訳として、詳細な費目（上記イの(ｱ)に準じる。）について表示した。 

  カ 営業利益（農業） 

 営業利益（農業）＝農業収入―農業支出 

  キ 分析指標（農業） 

 農業経営の主要な分析指標を次の算式により計算し表示した。 

なお、農業固定資産額については、農業に係る有形固定資産のうち土地を除いて計算してい

る。 

(ｱ) 売上高営業利益率（％）＝
営業利益（農業）

  農業収入  
×100 

【指標の意味】 

農業収入のうち、どれだけが営業利益として実現するかを示す指標。 

(ｲ) 生産原価率（％）＝
生産原価（農業）

  農業収入  
×100 

【指標の意味】 

農業収入のうち、生産原価にかかった割合を示す指標。 

(ｳ) 農業所得率（％）＝
農業所得

  農業粗収益  
×100 

【指標の意味】 

農業粗収益のうち、どれだけが農業所得として実現するかを示す指標。 

(ｴ) 農業付加価値額（千円）＝農業所得＋労務費（農業）＋地代（農業）＋人件費（農業）  

＋負債利子（農業） 

【指標の意味】 

農業生産により新たに生み出された付加価値額を示す指標。 

(ｵ) 農業付加価値率（％）＝
農業付加価値額

  農業粗収益  
×100 

【指標の意味】 

農業粗収益のうち、どれだけが農業生産によって新たに付加価値額として生み出され

たものであるかを示す指標。 
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(ｶ) 農業固定資産装備率（円）＝
農業固定資産額

  農業投下労働時間  
×1,000 

【指標の意味】 

固定資産装備の大きさを示す指標。一般的には労働者一人当たりの固定資産額をいう

が、農業の場合は、農業労働に季節性があること等から農業投下労働１時間当たりの固

定資産額で示した。 

(ｷ) 農機具資産比率（％）＝
農業固定資産額のうち車両・運搬具＋機械・装置

  農業固定資産額  
×100 

【指標の意味】 

農業固定資産額のうち、車両・運搬具や機械・装置などの機械装備に係わる資産額の

割合を示す指標。 

(ｸ) 農業固定資産回転率（回）＝
農業収入

  農業固定資産額  
 

【指標の意味】 

農業固定資産の運用効率、利用度の状況をみる指標。 

(ｹ) 構成員農業投下労働１時間当たり農業所得（円）＝
農業所得（千円）

  構成員農業投下労働時間  
×1,000 

【指標の意味】 

投下された構成員労働の単位時間当たりの農業所得でみた労働収益性を示す指標。こ

の指標により異なる営農類型間や同一営農類型での規模間比較が可能。 

(ｺ) 専従構成員一人当たり農業所得（千円）＝
農業所得

  専従換算農業従事者数（構成員）  
 

【指標の意味】 

専従換算農業従事者数（構成員）一人当たりの農業所得でみた収益性を示す指標。 

(ｻ) 営農類型規模当たり農業所得（千円）＝
農業所得

  営農類型規模  
 

【指標の意味】 

営農類型規模当たり（例：水田作の場合、水田作作付延べ面積 10a 当たり）の農業所

得でみた収益性を示す指標。 

(ｼ) 農業労働１時間当たり農業付加価値額（円）＝
農業付加価値額（千円）

  農業投下労働時間  
×1,000 

【指標の意味】 

投下された労働の単位時間当たりの農業付加価値額でみた労働生産性を示す指標。こ

の指標により異なる営農類型間や同一営農類型での規模間比較が可能。 

(ｽ) 専従者一人当たり農業付加価値額（千円）＝
農業付加価値額

  専従換算農業従事者数  
 

【指標の意味】 

専従換算農業従事者数一人当たりの農業付加価値額でみた生産性を示す指標。 

(ｾ) 営農類型規模当たり農業付加価値額（千円）＝
農業付加価値額

  営農類型規模  
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【指標の意味】 

営農類型規模当たりでどれだけ農業生産による農業付加価値額が得られたかをみる

指標。 

 

  ク 収支総括の部 

個別経営との比較を可能とするため、組織法人経営における農業粗収益、農業経営費、農業

所得について、個別経営に準じて次のとおり組み替えて算出し、表示した。 

(ｱ) 農業粗収益 

共済・補助金等受取金については、個別経営では「農業粗収益の雑収入」に計上している

が、組織法人経営では企業会計原則による会計上「営業外収益」に計上されている。 

このため、組織法人経営の営業外収益から農業に係る共済・補助金等受取金を差し引いて

農業収入に加え、農業粗収益を算出し、表示した。 

なお、内訳として共済・補助金等受取金を表示した。 

(ｲ) 農業経営費 

組織法人経営の農業支出から、個別経営では農業経営費に含まないこととしている構成員

帰属分（構成員に支払われた労務費、地代、人件費及び負債利子）を除外して、農業経営費を

算出し、表示した。 

(ｳ) 農業所得 

農業粗収益から農業経営費を引いて農業所得を算出し、表示した（「構成員帰属分」は組織

の構成員に支払われた費用であり、企業としての会計では費用であるが、組織を構成する個

々の農家としては収益（所得）としてみることができる。）。 

(ｴ) 総収入 

総収入＝事業収入＋営業外収益＋特別利益 

(ｵ) 総支出 

総支出＝事業支出＋営業外費用＋特別損失 

(ｶ) 総支出のうち構成員帰属分 

事業支出のうち「労務費（うち構成員）」、「地代（うち員内借入地）」、「人件費（うち

構成員）」及び「負債利子（うち構成員支払分）」の合計 

(ｷ) 総経営費 

総経営費＝総支出―総支出のうち構成員帰属分 

(ｹ) 総所得 

総所得（図の網掛け部分）＝総収入―総経営費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｺ) 事業収入 

事業収入＝農業収入＋農業生産関連事業収入＋農外事業（林業、漁業、商工鉱業等）収入 
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(ｻ) 事業支出 

事業支出＝生産原価＋販売費及び一般管理費 

(ｼ) 生産原価 

当期に売り上げた生産物の生産に直接的に要した費用 

(ｽ) 販売費及び一般管理費 

生産原価以外の生産に間接的に関係する事務、営業活動等に要した費用 

(ｾ) 売上総利益 

売上総利益＝事業収入―生産原価 

(ｿ) 営業利益 

営業利益＝事業収入―事業支出 

(ﾀ) 営業外収益（共済・補助金等受取金を含む） 

農業共済・制度受取金（農業部分）、配当利子、歳費及び手当等 

(ﾁ) 営業外費用 

繰延資産償却、貸倒引当金繰入額、雑損失等 

(ﾂ) 経常利益 

経常利益＝営業利益＋営業外収益―営業外費用 

(ﾃ) 特別利益 

資本補助金、固定資産売却益等 

(ﾄ) 特別損失 

特別償却、固定資産売却損等 

(ﾅ) 税引前当期純利益 

税引前当期純利益＝経常利益＋特別利益―特別損失 

(ﾆ) 法人税等引当金 

当期利益に係る法人税、事業税、県・市町村民税等 

(ﾅ) 当期純利益 

当期純利益＝税引前当期純利益―法人税等引当金 

  ケ 分析指標（全体） 

 事業経営の主要な分析指標を次の算式により計算し表示した。 

(ｱ) 総資本営業利益率（％）＝
営業利益

  資産  
×100 

【指標の意味】 

経営体の持つ総資産に占める営業利益の割合をいい、利益獲得のために資産がどれだ

け有効活用されているかを示す指標。 

(ｲ) 売上高営業利益率（％）＝
営業利益

  事業収入  
×100 

【指標の意味】 

事業収入のうち、どれだけが営業利益として実現するかを示す指標。 

(ｳ) 純資産営業利益率（％）＝
営業利益

  純資産  
×100 

【指標の意味】 

純資産を利用してどれだけ利益を生み出したかを判断する指標。 

(ｴ) 総資本回転率（回）＝
事業収入

  資産  
 

【指標の意味】 

資産の運用効率、利用度の状況をみる指標。 
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(ｵ) 固定資産回転率（回）＝
事業収入

  固定資産  
 

【指標の意味】 

固定資産の運用効率、利用度の状況をみる指標。 

(ｶ) 当座比率（％）＝
当座資産

  流動負債  
×100 

【指標の意味】 

経営体の短期的な支払能力、資金の流動性を示す指標。 

(ｷ) 流動比率（％）＝
流動資産

  流動負債  
×100 

【指標の意味】 

経営体の短期的な支払能力、資金の流動性を示す指標。 

(ｸ) 固定比率（％）＝
固定資産

  純資産  
×100 

【指標の意味】 

固定資産への投資を自己資本でまかなっている割合を示す指標。 

(ｹ) 負債比率（％）＝
負債

  純資産  
×100 

【指標の意味】 

自己資本に対する負債の大きさを示す指標。 

(ｺ) 固定長期適合率（％）＝
固定資産

  固定負債＋純資産  
×100 

【指標の意味】 

固定資産投資に関する調達と運用のバランスを示す指標。 

(ｹ) 純資産比率（％）＝
純資産

  資産  
×100 

【指標の意味】 

総資産のうち、どの程度が自己資本かを示す指標。 

 
４ 利用上の注意 

 
(1)  本書の平成 29 年の１経営体当たり平均値は、表示単位未満を四捨五入し、集計したものであ

る。 

 

(2)  １経営体当たり平均値は、調査対象とする経営体全体の平均値である。 

 

(3) 集計経営体数及び実績精度 

     集計経営体数は、全国で水田作 215 経営体、水田作のうち集落営農 139 経営体、畑作 39 経営

体、露地野菜作 28 経営体、施設野菜作 29 経営体、果樹作 30 経営体、露地花き作５経営体、施設

花き作 19 経営体、酪農 19 経営体、繁殖牛５経営体、肥育牛 14 経営体、養豚 19 経営体、採卵養

鶏 15 経営体、ブロイラー８経営体の合計 445 経営体である（回収率 97.6％）。 

    また、集計経営体数及び主な調査項目についての実績精度（標本から推定した標準誤差率（標

準誤差の推定値÷調査項目の推定値×100））は、以下のとおりである。 

なお、全国農業地域別や規模別の結果及び目標精度を設定していない営農類型の結果について
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【水田作の実績精度】

稲 作 肥　料 農業薬剤 光熱動力 賃借料 減価償却

経営体 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

全　　国 215 3.5 4.2 3.9 4.4 8.6 5.3 8.3 5.3 

【水田作（集落営農）の実績精度】

稲 作 肥　料 農業薬剤 光熱動力 賃借料 減価償却

経営体 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

全　　国 139 5.1 5.6 6.4 5.3 19.1 8.9 11.7 7.7 

【経営形態別経営統計の実績精度】

稲　作 野　菜 酪　農 動　物 肥　料 飼 料 農業薬剤 減価償却

経営体 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

全　　国 445 12.7 4.2 8.1 18.7 15.9 22.1 8.0 21.5 30.5 15.5 

区　分
集　　計
経営体数

実　　績　　精　　度

農　業
粗収益

農　業
経営費

区　分
集　　計
経営体数

実　　績　　精　　度

農　業
粗収益

農　業
経営費

区　分
集　　計
経営体数

実　　績　　精　　度

農　業
粗収益

農　業
経営費

は集計対象数が少ないほか、一部の表章項目によってはごく少数の経営体にしか出現しないこと

から、相当程度の誤差を含んだ値となっており、結果の利用に当たっては留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 実績精度（標準誤差率）の推定式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ ＝ 母集団の農業経営体数

Ｎi ＝ ｉ番目の階層の農業経営体数

Ｌ ＝ 階層数

ｎi ＝ ｉ番目の階層の標本数

－ｘi ＝ ｉ番目の階層のｘの１農業経営体当たり平均の推定値

－ｘ ＝ ｘの１農業経営体当たり平均の推定値

Ｓi ＝ ｉ番目の階層のｘの分散の推定値（不偏分散）

＿
Ｓ ＝ ｘの標準誤差の推定値

とするとき、

２

＿ L Ｎi ＿
ｘ ＝ ∑ ・ｘi

i=1 Ｎ

２ ２

Ｌ Ｎi Ｎi－ｎi Ｓi２

Ｓ ＝ Σ ・ ・
i=1 Ｎ Ｎi－１ ｎi２

Ｓ
標準誤差率 ＝ ＿

ｘ
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(4) 統計表に使用した記号 

統計表中に使用した記号は次のとおりである。 

「 0 」、「0.00」：単位に満たないもの(例：0.4 千円→0 千円) 

「0.0」：単位に満たないもの(例：0.04ａ→0.0ａ)、又は増減がないもの 

「－」：事実のないもの 

「…」：事実不詳又は調査を欠くもの 

「△」：負数又は減少したもの 

「nc」：計算不能  

 

(5)  この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、「農業経営統計調査 平成 29 年 営農類

型別経営統計（組織法人経営）」（農林水産省）による旨を記載してください。 

 

(6)  秘匿措置について 

統計調査結果について、調査対象経営体数が２以下の場合には調査結果の秘密保護の観点から、

当該結果を｢ｘ｣表示とする秘匿措置を施している。 

 

(7)  ホームページ掲載案内 

本統計の累年データについては、農林水産省ホームページ中の統計情報に掲載している分野別

分類「農家の所得や生産コスト、農業産出額など」の「営農類型別経営統計（組織経営）」で御覧

いただけます。 

【 http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noukei/einou_sosiki/index.html 】 

なお、公表した値の正誤情報は、ホームページでお知らせします。 

 

５ 利活用事例 

  (1) 農業経営体の所得政策の策定、評価等の資料。 

  (2) 「国民経済計算」の作成のための資料。 

  (3) 「食料・農業・農村基本計画」（平成 27 年 3 月 31 日閣議決定）の「農業経営等の展望につい

て」の作成及び検証のための資料。 

(4) 「食料・農業・農村白書」における農業経済の分析資料。 

 

６ 農業経営統計調査報告書一覧 

(1) 農業経営統計調査報告 営農類型別経営統計（個別経営、第１分冊、水田作・畑作経営編） 
(2)  農業経営統計調査報告 営農類型別経営統計 
                  （個別経営、第２分冊、野菜作・果樹作・花き作経営編） 

(3)  農業経営統計調査報告 営農類型別経営統計（個別経営､第３分冊、畜産経営編） 

(4)  農業経営統計調査報告 営農類型別経営統計（組織法人経営編）（併載：経営形態別経営統計） 

(5)  農業経営統計調査報告 経営形態別経営統計（個別経営） 

(6)  農業経営統計調査報告 農産物生産費（個別経営） 

(7)  農業経営統計調査報告  農産物生産費（組織法人経営） 

(8)  農業経営統計調査報告 畜産物生産費 
 

７  お問合せ先 

農林水産省 大臣官房統計部 経営・構造統計課 農業組織経営統計班 

電話：（代表）03(3502)8111 （内線 3638） 

電話：（直通）03(6744)2243 

FAX ：     03(5511)8772 

※ 当調査に関するご意見・ご要望は、上記問い合わせ先のほか、当省ホームページでも受け付

けております。 

【 https://www.contactus.maff.go.jp/j/form/tokei/kikaku/160815.html 】 


